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　　　医療情報ヘッドライン
　　　　　「入院中の患者の他医療機関受診の取扱い」を一部変更

　　　　　算定ルール見直し、解釈通知（保医発0305第１号）修正へ
　　　　　社会保険診療報酬支払基金、審査委員会の機能強化で新たな方策

　　　　　「審査に関する苦情等相談窓口」、「専門分野別専門医グループ」など設置
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　　　　　統計調査資料
　　　　　平成20年度後期高齢者医療事業年報
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　厚生労働省保険局は６月２日、中央社会保険医療協議会（中医協）の総会を開き、平成22年度診療報酬改定で整理された「入院中の患者の他医療機関受診の取扱い」を一部変更することを決めた。厚労省は解釈通知（保医発0305第１号）を近く修正する。

　今年４月の診療報酬改定によれば、例えば、医療機関Ａに入院中の患者が他の医療機関Ｂを受診する取扱いに関しては、いわゆる「出来高病棟」に当該患者が入院している場合、①Ａの入院基本料30％減額、②Ｂにおいて診療にかかった費用が一部算定できないことから、短期滞在手術基本料２・３、医学管理等、在宅医療、受診日以外の投薬、注射、リハビリの費用はＢではなく、Ａで算定しなければならない。

　仮に医療機関Ａに入院中の患者が医療機関Ｂを受診し、ある薬を10日分処方された場合には、受診日分の薬は医療機関Ｂで、残りの９日分の薬は医療機関Ａで処方しなければならない。このため、医療現場から「専門でない医薬品について医療機関Ａが備蓄しなければならない」などの混乱が生じているとし、改善を求める声が上がっていたという。

　こうした状況を受け、診療側委員は「医療機関Ｂが必要と考えた場合には受診日以外の薬剤も医療機関Ｂで処方・請求できるようにして欲しい」と要望した。中医協総会で厚労省側は、診療側の要望通り医療課長通知を変更することを確認し「（上記通知の）『受診日の』という規定を削除すれば、解決するのではないか」との見通しを述べた。さらに医療機関Ｂが処方せんを発行し、薬局で処方をした場合についても、同様の取り扱いとなることを説明した。

■医療課長解釈通知（保医発0305第１号）改正を発出
“出来高病棟での他施設外来受診、投薬は外来で”

　厚労省保険局は６月４日、２日の中医協総会を受けて「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」の一部改正に関する通知を発出した。

　これまでの規定に対する６月２日の中医協総会における診療側委員の意見など、医療現場からの声を重視した結果、同日に解釈通知であり当該規定の根拠となる医療課長通知（保医発0305第1号）の改正の方針が示されていたことが実施されたもの。
　改正通知では、「Ａ出来高病棟に入院中の患者が、他のＢ医療機関を受診した場合、投薬にかかる費用はＢ医療機関で算定できる」とされた。ただし、「専門的な診療に特有な薬剤」に限定されている点に注意が必要との「但し書き」が付与されている。
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　社会保険診療報酬支払基金は６月３日、審査委員会の機能強化を目的とした新たな方策を公表した。支払基金は、先般行われた省内事業仕分けで「審査（基準）が緩い」などの指摘を受けたほか、先にまとめられた「今後の審査委員会のあり方に関する検討会」報告書でも審査の充実強化が求められたことを受けて、今回、審査の機能強化策を打ち出し、６月１日から実施した。

　審査に対する保険者らからの苦情に的確に対応するため、「審査に関する苦情等相談窓口」を置いたほか、審査に関する疑義を迅速に検討するための「専門分野別専門医グループ（ワーキンググループ）」も設置。全国の審査委員会が情報を共有し合いながら、相談や協議を行うことができる体制を確立することを目的に「審査委員長等ブロック別会議」も導入した。また支部で専門医が不在の診療科がある場合などに、他支部に審査照会して相談協議ができる体制を整備するための「審査委員会間の審査照会（コンサルティング）」も実施する。この他、審査に関し、本部および審査委員会間相互の連絡調整、外部関係との協議、職員の指導・助言などの業務を行う「医療顧問」も設置した。

■支払基金、オンライン請求接続可能回線と
事業者一覧表を提示
　社会保険診療報酬支払基金は６月１日、「オンライン請求接続可能回線・事業者一覧表」を公表した。レセプトオンライン請求にあたり、接続が可能な回線を取り扱う事業者の一覧を示している。

　レセプトオンライン請求で使用するネットワーク回線は、厚生労働省が発出している「レセプトのオンライン請求に係るセキュリティに関するガイドライン」等に記載されているように、（１）ＩＳＤＮ回線を利用したダイヤルアップ接続、（２）閉域ＩＰ網を利用したＩＰ-ＶＰＮ接続、（３）オープンなネットワークにおいてはＩＰｓｅｃとＩＫＥを組み合わせた接続と定められている。資料には、上記（１）～（３）の回線それぞれにおける事業者やサービス名、エリア別の対応状況、問い合わせ先などを記載してある。
支払基金としては、回線の選択にあたっては、それぞれに特性があり、一概にどの回線がよいとはいえないが、現在のインターネットの接続状況、将来の拡張性などを考慮に入れ、事業者と相談して選択することが望ましい、としている。
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（１）概況

ア　医療費の年度別推移については、平成20年度の医療費の総額は11兆4,145億円、総件数は3億8,002万件、うち診療費は9兆1,558億円、診療件数は2億4,742万件である。制度が異なるため単純な比較は難しいが、前年度に比べて医療費の総額は1,392億円、1.2％の増加、診療費は510億円、0.6％の増加となっている。そのほか、調剤医療費は1兆7,035億円、その件数は1億1,910万件などとなっている。

イ　１人当たり医療費の年度別推移については、平成20年度の１人当たり医療費は86万5,146円となっている。制度が異なるため単純な比較は難しいが、前年度に比べ4,458円、0.5％の減少となっている。

　　また、１人当たり医療費を所得区分別にみると、現役並み所得者は80万3,253円、現役並み所得者以外は87万690円となっている。

ウ　都道府県別の１人当たり医療費の状況については、平成20年度の実額が最も高いのは福岡の108万9,424円、最も低いのは新潟の71万146円であり、その格差は37万9,278円、1.53倍となっている。また、都道府県間のばらつきの程度を表す、都道府県別の１人当たり医療費の標準偏差は9万5,947円、変動係数（標準偏差を都道府県の算平均で除したもの）は0.112となっている。

　　図１は、都道府県別に１人当たり医療費を示したものである。これによると北海道と西日本の１人当たり医療費が高い傾向にある。
（２）診療種別の状況

都道府県別１人当たり医療費の最高は、計＊では福岡、入院（食事療養・生活療養（医科）費用額を含む。以下、この事業概況において同じ。）では高知、入院外（調剤費用額を含む。以下、この事業概況において同じ。）では広島、歯科（食事療養・生活療養（歯科）費用額を含む。以下、この事業概況において同じ。）では大阪となっている。最低は、計では新潟、入院では静岡、入院外では富山、歯科では青森となっている。最高最低比は、計で1.53倍、入院で1.91倍、入院外で1.39倍、歯科で2.64倍となっている。

図２は、都道府県別の１人当たり医療費の診療種別内訳を全国平均との差で示したものである。これによると１人当たり医療費の高い福岡、北海道、高知について、福岡と北海道は入院・入院外ともに高くなっているのに対し、高知は入院が高い一方で、入院外は低くなっている。また、１人当たり医療費の低い新潟、岩手、長野は入院・入院外ともに低くなっている。
＊「計」とは「入院及び食事療養・生活療養（医科）」「入院外及び調剤」「歯科及び食事療養・生活療養（歯科）」「その他」の合計を指す。

■図２　１人当たり医療費の診療種別内訳(全国平均との差)

①入院

ア　入院状況の年度別推移については、平成20年度の１人当たり入院医療費は43万927円となっている。

　　１人当たり入院医療費を三要素に分解すると、受診率（被保険者100人当たりの年間レセプト件数。以下同じ。）は88.54、１件当たり日数が18.91日、また１日当たり医療費は2万5,737円となっている。
イ　都道府県別の入院の状況については、１人当たり入院医療費が最も高いところは高知である。三要素別にみると、受診率及び１件当たり日数は高知、１日当たり医療費は神奈川が、それぞれ最大となっている。逆に１人当たり入院医療費が最も低いところは静岡であり、受診率では静岡、１件当たり日数では長野、１日当たり医療費では熊本が、それぞれ最小となっている。

　　１人当たり入院医療費の最高最低比は1.91倍である。三要素別ではそれぞれ、受診率は1.94倍、１件当たり日数は1.22倍、１日当たり診療費は1.36倍となっている。

　　図３は、入院の１人当たり医療費、受診率、１件当たり日数、１日当たり医療費を都道府県別に示したものである。受診率が高いところ程、１人当たり医療費が高い傾向にある。
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　2007年５月、医療法人に高専賃や有料老人ホーム等の高齢者住宅や施設の設置が認められました。これは、2011年度末をめどに進められていた療養病床再編施策において、病床転換支援策の提示とともに、医療法人の付帯業務に追加されたものです。

　その後、民主党を中心とする政権により、療養病床再編成に関する政策凍結の方針が示されたことから、現在では療養病床の有力な転換先という位置付けは弱まりましたが、医療機関という強みを活かした事業による新たな収益源として、高齢者住宅・施設への事業参入が注目されています。

（１）在宅医療と住まいの組み合わせ　～安心の提供と経営の多角化
　医療法人の付帯業務が拡大されたことにより、医療サービス提供が可能である点を活かした事業の多角化が可能となりました。よって、入居者に対して、医療機関が経営基盤であるという「安心」を提供することができます。

◆必要に応じた医療・介護サービスの一体的提供を可能にする





（２）高齢者住宅・施設の選択肢
　医療法人が選択可能な高齢者住宅・施設には、「高齢者専用賃貸住宅（高専賃）」「高齢者向け優良賃貸住宅（高優賃）」「ケアハウス」「有料老人ホーム」等があります。日常生活において介護を要しない高齢者から、寝たきりや認知症の症状を示すなどの介護が必要な高齢者まで、対象とする入居者に応じてさまざまな展開が可能です。


（１）高齢者の居住安定確保を目指す施策の制定
　2001年４月、「高齢者の居住の安定確保に関する法律（以下、「高齢者居住安定確保法」）」の公布を受け、高齢者の居住の安定確保を目的として、①高齢者向け賃貸住宅の供給促進や、②高齢者の入居を拒まない賃貸住宅市場の整備、③バリアフリー化促進のための施策が制定されました。
　これにより、高齢者の入居を拒まない賃貸住宅であるとして、事業者の申請に基づき物件情報を登録したものが「高齢者円滑入居賃貸住宅（以下、「高円賃」）」です。

　さらに2005年12月からは、高円賃のうち、専ら高齢者世帯に賃貸するものについて、共用施設・介護サービスなどの有無に関する情報を加えた登録制度が開始されました。

　これが、「高齢者専用賃貸住宅（以下、「高専賃」）」です。
◆高齢者賃貸住宅　各類型の概念イメージ
（２）高専賃の定義と登録制度
　当初、高専賃については、施設構造基準が何ら設けられていなかったため、居住面積が狭くても、また仮に居室内に段差があっても登録することができました。
　しかし、高齢者の状況に応じた住まいの場と介護・生活支援サービスが確保されるような対策の一層の強化を図るべく高齢者居住安定確保法が一部改正され、2010年５月19日からは、一定の基準を満たす賃貸住宅のみが登録可能とされています。
◆「高専賃」の定義　～「高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則」より
	賃貸住宅の全部又は一部が、専ら自ら居住するため住宅を必要とする高齢者又は当該高齢者と同居するその配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上夫婦と同様の関係にあるものを含む。以下同じ。）をその賃借人とするものをいう。




（１）「適合高専賃」の定義
　高専賃のうち、厚生労働省が定める下記の４つの基準に適合した旨を知事に届け出たものが「適合高専賃」です。

　適合高専賃は、介護保険法上の人員・設備・運営基準を満たすことにより、特定施設入所者生活介護の指定を受けることができます。

◆「適合高専賃」とは
	●適合高専賃：高齢者専用賃貸住宅のうち下記要件を満たすもの
①住戸面積：原則25㎡以上
②原則として、各戸に台所・水洗便所・収納設備・洗面設備及び浴室を備えている
③前払家賃徴収の場合には高齢者居住確保法に基づく保全措置を講ずる
④「食事提供」「介護提供」「洗濯・掃除等の家事」「健康管理」のいずれかのサービスを提供


　つまり、今般新たに設定された高専賃の基準に加えて、「食事提供」「介護提供」「洗濯・掃除等の家事」「健康管理」の４つのサービスのうち、いずれかを提供することによって、適合高専賃としての条件を満たすことになるのです。

（１）医療機関としての強みを活かせるメリット
　民間企業も多く参入しているのが高専賃ですが、医療機関は医療を提供しているという最大の強みがあります。この強みで、民間企業との差別化を図ることができます。

①重度患者対応によるアドバンテージ

　医療法人が運営する高専賃の最大のメリットは、必要に応じて医療のサポートが受けられるという安心感の提供です。入居者への説明の際に、大きなアピールポイントとなります。
	①医療機関が経営する高齢者住宅は、重度で、医療必要度が高い人が入居対象
②病院における平均在院日数短縮で早期退院を迫られる患者、医療区分1で退院を余儀なくされる患者をターゲットに
③重度対応は、民間事業者の高齢者住宅に対する大きなアドバンテージ
④入居希望者にとって、要介護度が進んだり、医療必要度が下がったりしても、退去させられないという安心感



（１）重症者を対象とする終身までの継続的ケア提供

　必要に応じて在宅医療と介護サービスを一体的に提供できるのは、医療機関併設型の高専賃の特徴であるといえますが、重度の入居者でも対応し、グループ内の連携により終身的なケアを実現できる点についても、病院が運営する高専賃のメリットのひとつです。

◆病院運営の高専賃イメージ


（１）地域事情を考慮した料金設定
　入居者の負担を大きくしすぎないように、次のような点に留意して料金を設定しました。

◆料金設定のポイント

	●生活保護者、非課税世帯、国民年金受給者への対応

　 ⇒　 顧客の大多数であり低所得者が多い
　　　　特養、老健、療養、ケアハウスと同価格帯での競合はしない
　　　　施設や療養病院の代替ではなく、より充実したサービスを提供
●遺族年金・厚生年金受給者が対象の場合の対応
　 ⇒　 周辺の有料老人ホームの利用料を参考とし、受給する年金による毎月の

可処分所得は、20万円前後と想定
　　　　　∴ 毎月支払い20万円以内、入居金なし



経営データベース 


予算制度の活用方法
予算制度の活用方法を具体的に紹介してください。
　経費節減を実行していく上で、予算額の目標を設定することは重要です。人は目標があると力を発揮できる場合が多いことからも、積極的に運用すべきだと言えるでしょう。
しかし、病医院全体で取組む予算管理については、エビデンスが必要です。
■ワンポイント
	●モノを「使うとき」「購入するとき」には、職員の一人ひとりが「短時間で」「少ない費用で」できないかを考える。
●出入り口に「節電への協力」を呼びかけるポスター等を掲示する。
●診療に関わる材料・物品の節約には、診療行為に関わる職員（医師・看護師）だけでなく、看護補助者にも協力を求めることが重要。
●コ・メディカル職員にも経費節減に興味を示す人材は多い。
●協力を要請することが経費節減の第一歩


　予算制度は、活用しなければ意味を持ちません。具体的な活用方法として、実績分析と先行管理が挙げられます。

「なぜ予算が未達成だったのか」について検討する際には、収入と変動費、固定費と大きな区分から検証し、各勘定項目へと細部にわたって確認する作業を実施します。これによって、回避できない予想外の支出、あるいは無駄な支出があったのかを把握することができます。その作業の後は、対策を講じるために問題点を整理し、解決方針を明確にします。
　このように決定した解決方針を受けて、「誰が」「いつまでに」「どのように」改善を行うのかを決定します。

　先行管理を確実に行うことができれば、計画達成に大きく近づきます。「３ヶ月先行管理」の実践によって、さまざまな障害を取り払うことが可能となる一方、先行管理を行うことによって、新たな障壁の発生が事前に予測できることもあります。


■３ヶ月先行管理で三段構えの手を打つ
	●３ヶ月前に第1弾の手を打つ（目標の　80％達成の準備）
●２ヶ月前に第2弾の手を打つ（目標の　90％達成の準備）
●１ヶ月前に第3弾の手を打つ（目標の100％達成の準備）


経営データベース 

医療行為データ分析と業績管理
医療行為データの分析は、業績管理にどのように役立つのでしょうか？
また、部門別原価計算のメリットを教えて下さい。

　業績管理を実施する際に、単に診療報酬請求額の合計だけでは、その報酬が適切な処理により算定された適正な報酬額であるかどうかということは判断できません。

　したがって、医療行為別にデータ管理をして分析し、レセプト請求時における請求漏れがないかどうかをチェックすることが必要です。
　そのためには、医事課職員も診療報酬や加算に関する十分な知識を持たなければなりませんし、医師も請求漏れがないようにレセプトの記入を心がける必要があります。
診療行為の発生源は全て医師なのですから、これを処理する医事課職員との間で、お互いの協力関係がなければ、仮に医療行為データを詳細に分析しても、収入増には結びつかないのです。

　つまり、業績管理を行うためには医療行為別分析は不可欠な作業なのです。

　また、複数診療科目を標榜し、入院機能を持っている病院においては、部門別原価管理体制を整備することで、次のような効果が期待できます。

	①ＤＲＧ（診断群）とＥＢＭ（科学的根拠に基づいた医療）の有効性の検証
　⇒　部門別原価制度の構築が不可欠
②部門別原価計算の導入は、医療現場と管理部門との経営情報の接点となり、
ナレッジマネジメント（知識・知恵の活用）の基礎になる
③部門別原価計算を財務諸表（ＰＬ、ＢＳ、ＣＦ）と連動させることにより、
病院全体の全病院的視野と各部門（診療科別・職種別・入院外来等）的視野の調整が
可能になる
④部門別原価計算の情報は、予算編成の基礎資料に資する
　⇒　原価計算制度と予算制度の有機的な整備・運用が実現できる











高齢者円滑入居賃貸住宅























特定施設の指定が可能な「適合高専賃」　

















医療法人による高専賃開設のポイント　
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高齢者専用賃貸住宅の概要　

















「入院中の患者の他医療機関受診の取扱い」を一部変更


算定ルール見直し、解釈通知（保医発0305第１号）修正へ
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同一医療法人による運営
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運営成功のポイント　～開設時の検討事項　
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介護サービス


（特定施設入居者生活介護）





医療機関併設型高専賃の開設事例　











社会保険診療報酬支払基金、審査委員会の機能強化で新たな方策


「審査に関する苦情等相談窓口」、「専門分野別専門医グループ」など設置
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在宅医療サービス
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ジャンル：　業績管理　＞　サブジャンル：　業績管理と予算管理　
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居住系施設


（有料老人ホーム、見守り等を


提供する高齢者専用賃貸住宅）
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ジャンル：　業績管理　＞　サブジャンル：　業績管理と予算管理　











■図１　１人当たり医療費（平成20年度）
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医療法人が参入可能な経営モデルとメリット　
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高齢者向け


優良賃貸住宅
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高齢者専用賃貸住宅
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■図３－２　入院受診率（平成20年度）








■図３－１　１人当たり入院医療費（平成20年度）








■図３－４　入院１日当たり医療費（平成20年度）








■図３－３　入院１件当たり日数（平成20年度）








医療費の状況


























平成20年度


後期高齢者医療事業年報




















医療法人が展開可能な高齢者住宅・施設　
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医療法人が開設できる高齢者住宅・施設の類型　
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